高松市青年等就農計画認定要綱

（目的）
第１条　この要綱は、農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号。以下「法」という。）第１４条の４第１項に基づく青年等就農計画（以下「就農計画」という。）の認定に関し、法、農業経営基盤強化促進法施行規則（昭和５５年農林水産省令第３４号）及び農業経営基盤強化促進法の基本要綱（平成２４年農林水産省経営局通知２４経営第５６４号。以下「基本要綱」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めることにより、就農計画の認定等を円滑に行い、認定就農者の育成に資することを目的とする。
（認定申請者の要件）
第２条　就農計画の認定を申請することができる者（以下「認定申請者」という。）は基本要綱第７の３に規定する要件を満たす者とする。

（認定の申請）
第３条　認定申請者は、原則として、高松市農業基本対策審議会設置条例（昭和３６年高松市条例第３５号）第１条の規定に基づき設置された高松市農業基本対策審議会の部会（条例第８条第１項第１号に規定する部会をいう。以下「審議会部会」という。）が開催される１か月前までに基本要綱第７の２（１）の規定による青年等就農計画認定申請書（様式第１号）（以下「認定申請書」という。）を市長に提出しなければならない。
（就農計画の認定）
第４条　市長は、認定申請書の提出を受けたときは、基本要綱第７の４（１）に規定する基準により、その内容を審査する。審査に当たっては、必要に応じて認定申請者と香川県農業協同組合、香川県東讃農業改良普及センター等（以下「関係機関」という。）を含めて面談等を行うほか、関係機関に助言を求めるものとする。
２　市長は、審査に当たっては、認定申請書の内容について、審議会部会の意見を聴取するものとする。ただし、緊急を要する場合その他市長が特に認めた場合は、関係機関から書面により意見を聴取することで代替することができる。
３　市長は、第１項の規定による審査結果を踏まえ、就農計画の内容が適当であると認める場合は、当該就農計画を認定し、認定申請者に青年等就農計画認定書（様式第２号）を交付することにより通知するものとする。
４　市長は、前項の規定による認定を行ったときは、遅滞なく認定新規就農者通知書（様式第３号）に認定申請書及び青年等就農計画認定書の写しを添えて、次に掲げる機関に対し、通知するものとする。

(１)　高松市農業委員会
(２)　香川県農業協同組合
(３)　香川県東讃農業改良普及センター
(４)　公益財団法人香川県農地機構

（就農計画の却下等）

第５条　市長は、前条第１項の規定により就農計画の内容を審査した結果、認定要件に適合しないと認めたときは、当該就農計画の認定申請を却下し、並びに就農計画の認定申請を却下した旨及びその理由を当該認定申請者に通知するものとする。
（就農計画の変更）

第６条　第４条第３項の規定による認定を受けた者（以下「認定新規就農者」という。）は、次に掲げる変更を行う場合は、市長の認定を受けなければならない。この場合においては、第３条及び第４条の規定を準用する。
　 (１)　営農部門の変更

　 (２)　就農地の変更

　 (３)　２割以上の増減を伴う所得目標又は年間農業従事日数の変更

(４)　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める変更

（就農計画の取消し）

第７条　市長は、既に認定した就農計画が基本要綱第７の７の規定に該当すると認めたときは、当該就農計画の認定を取り消し、並びに就農計画を取り消した旨及びその理由を当該認定新規就農者に通知するものとする。

（就農報告等）

第８条　農業経営を開始する前に第４条第３項の規定により認定を受けた認定新規就農者は、農業経営を開始した場合は、直ちに農業経営開始届出書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
２　認定新規就農者は、基本要綱第７の５に規定する就農計画の達成状況等について、毎年、市長が指定する期限までに、就農計画の達成状況等に係る報告（様式第５号）を市長に提出しなければならない。
３　市長は、前項の規定による報告の提出があったときは、就農計画に即した計画的な農業経営ができているかを確認するものとし、必要な場合は、関係機関と連携して当該認定新規就農者に対して指導、助言等を行うことができる。
　（委任）
第９条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附　則
この要綱は、平成２６年９月２９日から施行する。
附　則
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
附　則
この要綱は、令和５年５月２６日から施行する。
